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1.平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年３月期 17,263 (56.4) 1,190 (98.1) 946 (104.8)

　17年３月期 11,038 (43.5) 601 (32.3) 461 ( 18.5)

　

　
当期純利益又は
当期純損失(△)

１株当たり
当期純利益又は
当期純損失(△)

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　18年３月期 △695 ( ─) △24,585 18 ─ ─ △26.4 6.9 5.5

　17年３月期 258 (22.0) 18,739 45 ─ ─ 15.1 4.9 4.2

(注) ① 期中平均株式数 18年３月期 28,270株 17年３月期 13,801株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

　18年３月期 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

　17年３月期 3,250 00 1,625 00 1,625 00 44 17.3 2.2
　 　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　18年３月期 16,949 3,276 19.3 88,041 86

　17年３月期 10,331 1,994 19.3 145,110 1

(注) ① 期末発行済株式数 18年３月期 37,219株 17年３月期 13,747株

　 ② 期末自己株式数 18年３月期 588.52株 　17年３月期 293株

　

2.平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 7,450 150 115 ─ ─ ― ― ― ―

通期 19,000 970 580 ― ― 1,750 00 1,750 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　15,583円44銭
　　　※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際

の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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  財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※１ 　 2,298,839 　 　 2,156,242 　 　 　

　２　不動産事業未収入金 　 　 1,149,782 　 　 1,587,700 　 　 　

　３　売掛金 　 　 3,317 　 　 3,452 　 　 　

　４　販売用不動産 ※１ 　 917,006 　 　 1,782,093 　 　 　

　５　不動産事業支出金 ※１ 　 3,558,237 　 　 5,371,183 　 　 　

　６　商品 　 　 4,624 　 　 4,586 　 　 　

　７　製品 　 　 7,494 　 　 4,979 　 　 　

　８　原材料 　 　 9,451 　 　 17,594 　 　 　

　９　貯蔵品 　 　 1,445 　 　 3,640 　 　 　

　10　前払費用 　 　 25,292 　 　 34,913 　 　 　

　11　繰延税金資産 　 　 25,707 　 　 379,373 　 　 　

　12　未収還付法人税等 　 　 ― 　 　 110,960 　 　 　

　13　未収入金 　 　 32,237 　 　 159,612 　 　 　

　14　立替金 　 　 13,282 　 　 28,814 　 　 　

　15　営業外受取手形 　 　 ― 　 　 300,000 　 　 　

　16　その他 　 　 32,797 　 　 54,918 　 　 　

　　　貸倒引当金 　 　 △11,855 　 　 △18,924 　 　 　

　　　流動資産合計 　 　 8,067,663 78.1 　 11,981,142 70.7 　 3,913,478

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 706,313 　 　 855,806 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △156,141 550,171 　 △181,818 673,988 　 　 　

　　(2) 構築物 　 8,470 　 　 13,041 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △4,841 3,628 　 △6,138 6,902 　 　 　

　　(3) 機械及び装置 　 8,300 　 　 8,300 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △3,243 5,056 　 △3,961 4,338 　 　 　

　　(4) 車両運搬具 　 6,116 　 　 7,050 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △5,420 696 　 △5,884 1,165 　 　 　

　　(5) 工具器具備品 　 79,206 　 　 83,201 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △47,765 31,440 　 △54,032 29,168 　 　 　

　　(6) 土地 ※１ 　 737,543 　 　 1,197,213 　 　 　

　　　有形固定資産合計 　 　 1,328,536 12.9 　 1,912,778 11.3 　 584,241
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　２　無形固定資産 　 　 1,087 0.0 　 1,087 0.0 　 ―

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 120 　 　 120 　 　 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 694,534 　 　 897,534 　 　 　

　　(3) 出資金 　 　 140 　 　 140 　 　 　

　　(4) 関係会社長期貸付金 　 　 ― 　 　 1,930,994 　 　 　

　　(5) 長期前払費用 　 　 27,251 　 　 45,702 　 　 　

　　(6) 差入敷金保証金 　 　 79,554 　 　 103,380 　 　 　

　　(7) 保険積立金 　 　 22,304 　 　 26,955 　 　 　

　　(8) 繰延税金資産 　 　 61,673 　 　 26,393 　 　 　

　  (9) その他 　 　 56,461 　 　 51,327 　 　 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △7,944 　 　 △28,366 　 　 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 934,094 9.0 　 3,054,180 18.0 　 2,120,086

　　　固定資産合計 　 　 2,263,719 21.9 　 4,968,046 29.3 　 2,704,327

　　　資産合計 　 　 10,331,382 100.0 　 16,949,189 100.0 　 6,617,806
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　不動産事業未払金 　 　 1,516,900 　 　 1,281,124 　 　 　

　２　買掛金 　 　 9,582 　 　 9,347 　 　 　

　３　短期借入金 ※1,2 　 2,797,100 　 　 3,270,500 　 　 　

　４　一年以内償還予定社債 　 　 40,000 　 　 340,000 　 　 　

　５　一年以内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 1,427,880 　 　 1,160,880 　 　 　

　６　未払金 　 　 110,065 　 　 133,344 　 　 　

　７　未払費用 　 　 65,509 　 　 83,713 　 　 　

　８　未払法人税等 　 　 153,828 　 　 ― 　 　 　

　９　未払消費税等 　 　 13,122 　 　 35,511 　 　 　

　10　不動産事業前受金 　 　 129,310 　 　 111,043 　 　 　

　11　預り金 　 　 240,375 　 　 380,017 　 　 　

　12　前受収益 　 　 3,427 　 　 3,836 　 　 　

　13　賞与引当金 　 　 11,267 　 　 11,125 　 　 　

　14　工事補償引当金 　 　 1,094 　 　 1,227 　 　 　

　15　構造計算書偽装関連

      損失引当金
　 　 ― 　 　 207,330 　 　 　

　16　その他 　 　 676 　 　 992 　 　 　

　　　流動負債合計 　 　 6,520,140 63.1 　 7,029,994 41.5 　 509,853

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 590,000 　 　 750,000 　 　 　

　２　長期借入金 ※１ 　 876,080 　 　 5,489,326 　 　 　

　３　長期未払金 　 　 4,952 　 　 ― 　 　 　

　４　退職給付引当金 　 　 8,291 　 　 12,601 　 　 　

　５　役員退職慰労引当金 　 　 159,689 　 　 202,603 　 　 　

　６　預り敷金 　 　 177,402 　 　 187,834 　 　 　

　　　固定負債合計 　 　 1,816,414 17.6 　 6,642,365 39.2 　 4,825,950

　　　負債合計 　 　 8,336,555 80.7 　 13,672,359 80.7 　 5,335,804
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※３ 　 567,420 5.5 　 1,567,159 9.2 　 999,739

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 499,304 　 　 1,499,564 　 　 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 499,304 4.8 　 1,499,564 8.8 　 1,000,260

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 550 　 　 550 　 　 　 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 650,000 　 　 850,000 　 　 　 　

　３　当期未処分利益又は

　　　当期未処理損失(△)
　 419,275 　 　 △498,096 　 　 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 1,069,825 10.4 　 352,453 2.1 　 △717,372

Ⅳ　自己株式 ※４ 　 △141,723 △1.4 　 △142,347 △0.8 　 △624

　　　資本合計 　 　 1,994,827 19.3 　 3,276,830 19.3 　 1,282,003

　　　負債・資本合計 　 　 10,331,382 100.0 　 16,949,189 100.0 　 6,617,807
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　賃貸住宅売上高 　 9,705,291 　 　 15,741,549 　 　 　 　

　２　不動産賃貸管理売上高 　 800,195 　 　 988,418 　 　 　 　

　３　その他の売上高 　 532,801 11,038,288 100.0 533,438 17,263,406 100.0 　 6,225,118

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　賃貸住宅売上原価 　 8,665,752 　 　 13,963,100 　 　 　 　

　２　不動産賃貸管理売上原価 　 273,200 　 　 380,347 　 　 　 　

　３　その他の売上原価 　 252,695 9,191,648 83.3 230,268 14,573,717 84.4 　 5,382,068

　　　売上総利益 　 　 1,846,639 16.7 　 2,689,689 15.6 　 843,049

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払ロイヤルティ 　 32,883 　 　 32,035 　 　 　 　

　２　広告宣伝費 　 216,829 　 　 226,332 　 　 　 　

　３　貸倒引当金繰入額 　 18,751 　 　 36,139 　 　 　 　

　４　役員報酬 　 59,150 　 　 65,271 　 　 　 　

　５　給与手当 　 306,954 　 　 373,686 　 　 　 　

　６　賞与 　 35,241 　 　 8,476 　 　 　 　

　７　賞与引当金繰入額 　 8,540 　 　 8,843 　 　 　 　

　８　退職金 　 ― 　 　 43 　 　 　 　

　９　退職給付引当金繰入額 　 2,708 　 　 3,579 　 　 　 　

　10　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 26,021 　 　 42,914 　 　 　 　

　11　福利厚生費 　 51,811 　 　 52,525 　 　 　 　

　12　交際費 　 5,976 　 　 11,240 　 　 　 　

　13　消耗品費 　 25,066 　 　 26,964 　 　 　 　

　14　支払手数料 　 22,317 　 　 31,064 　 　 　 　

　15　支払報酬 　 30,827 　 　 38,820 　 　 　 　

　16　保険料 　 11,817 　 　 20,512 　 　 　 　

　17　減価償却費 　 26,154 　 　 25,518 　 　 　 　

　18　地代家賃 　 62,420 　 　 79,878 　 　 　 　

　19　租税公課 　 33,548 　 　 55,052 　 　 　 　

　20　その他 　 268,532 1,245,552 11.3 360,297 1,499,195 8.7 　 253,642

　　　営業利益 　 　 601,086 5.4 　 1,190,493 6.9 　 589,406
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前事業年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 ※１ 6,918 　 　 30,923 　 　 　 　

　２　受取配当金 　 ― 　 　 1,252 　 　 　 　

　３　有価証券売却益 　 ― 　 　 1,011 　 　 　 　

　４　受取手数料 　 4,396 　 　 6,305 　 　 　 　

　５　業務受託収入 　 2,400 　 　 2,400 　 　 　 　

　６　会費収入 　 10,377 　 　 15,927 　 　 　 　

　７　その他 　 5,545 29,636 0.3 1,934 59,755 0.4 　 30,118

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 111,160 　 　 188,408 　 　 　 　

　２　社債利息 　 4,717 　 　 7,042 　 　 　 　

　３　新株発行費 　 11,922 　 　 7,437 　 　 　 　

　４　有価証券売却損 　 ― 　 　 581 　 　 　 　

　５　社債発行費 　 ― 　 　 14,920 　 　 　 　

　６　支払手数料 　 40,791 　 　 83,081 　 　 　 　

　７　その他 　 246 168,838 1.5 2,671 304,143 1.8 　 135,304

　　　経常利益 　 　 461,884 4.2 　 946,105 5.5 　 479,583

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　土地売却益 ※2 ― 　 　 403,325 　 　 　 　

　２　違約金収入 　 9,500 9,500 0.1 ― 403,325 2.3 　 393,825

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１  構造計算書偽装関連損失 ※3 ― 　 　 2,290,000 　 　 　 　

　２　その他 　 ― ― ─ 64,014 2,354,014 13.6 　 2,352,424

　　　税引前当期純利益又は

　　　税引前当期純損失(△)
　 　 471,384 4.3 　 △1,004,583 △5.8 　 △1,479,015

　　　法人税、住民税及び

　　　事業税
　 239,036 　 　 8,835 　 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 △26,271 212,765 2.0 △318,385 △309,549 △1.8 　 △522,314

　　　当期純利益又は

　　　当期純損失(△)
　 　 258,619 2.3 　 △695,033 △4.0 　 △953,653

　　　前期繰越利益 　 　 182,995 　 　 196,937 　 　 13,941

　　　中間配当額 　 　 22,338 　 　 ― 　 　 △22,338

　　　当期未処分利益又は

　　　当期未処理損失(△)
　 　 419,275 　 　 △498,096 　 　 △917,372
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③ 利益処分計算書及び損失処理案

　利益処分計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　損失処理案　　　　

　 　

前事業年度

株主総会承認日

(平成17年６月29日)

　

当事業年度

株主総会予定日

(平成18年６月29日)

区分
注記

番号
金額(千円) 区分 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 419,275  Ⅰ　当期未処理損失 　 △498,096

Ⅱ　利益処分額 　 　 　  Ⅱ　損失処理額 　 　

　１　配当金 　 22,338 　 　　任意積立金取崩額 　 　

　 　 １株につき 　 　　　　別途積立取崩額 600,000 600,000

　 　
普通配当

1,625円
　  Ⅲ　次期繰越利益 　 101,903

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 200,000 222,338 　 　 　

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 196,937 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

（注）日付は、株主総会承認日及びその予定日である。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 販売用不動産

　　個別法による原価法

(1) 販売用不動産

同左

　 (2) 不動産事業支出金

　　個別法による原価法

(2) 不動産事業支出金

同左

　 (3) 商品

　　売価還元法による原価法

(3) 商品

同左

　 (4) 製品、原材料

　　総平均法による原価法

(4) 製品、原材料

同左

　 (5) 貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法

(5) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法(ただし、平成10年４月１

日)以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法)を採用

しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ５～50年

構築物 10年

機械及び装置 15年

車両運搬具 ３～５年

工具器具備品 ２～15年

(1) 有形固定資産

同左　　

　

　

　 (2) 長期前払費用

　　定額法

(2) 長期前払費用

同左

４　繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

　　支出時に全額費用処理しておりま

す。

(1) 新株発行費

同左

　

　　　　　───── (2) 社債発行費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (5) 工事補償引当金

   完成工事にかかる瑕疵担保の費用

に備えるため、最近の工事補償実績

率に当期引渡物件の請負金額を乗じ

た価額を引当計上しております。

(5) 工事補償引当金

同左

　 ──── (6) 構造計算書偽装関連損失引当金

　 　     建築物の耐震強度に係る構造計算

書偽装事件に関連した損失に備える

ため発生見込額に基づき計上してお

ります。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについて、特例処理を適用して

おります。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　当社は、変動金利を固定金利に変

換する目的で一部の借入取引に関し

金利スワップ取引を利用しているの

みであり、投機目的及び短期的な売

買利益を目的としたデリバティブ取

引は行わない方針であります。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の方法

　　金利スワップの特例処理を採用し

ているため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　なお、控除対象外の消費税等につい

ては販売費及び一般管理費に計上して

おります。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

固定資産の減損に係る会計基準 (「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係

る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当

事業年度より適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

　　　　　　　　───────
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（損益計算書）

　前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて

いた「支払手数料」は、営業外費用の100分の10を超えた

ため、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれ

る「支払手数料」は5,739千円であります。

───────
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追加情報

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度から外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員

会　実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。

この結果、販売費及び一般管理費が6,904千円増加し、営

業利益、経常利益および税引前当期純利益が、

6,904千円減少しております。

────────
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

※１　担保に供している資産ならびに担保付債務は次の

とおりであります。

　(1) 担保資産

販売用不動産 36,100千円

不動産事業支出金 2,454,410千円

建物 462,257千円

土地 701,322千円

計 3,654,090千円

※１　担保に供している資産ならびに担保付債務は次の

とおりであります。

　(1) 担保資産

定期預金 115,700千円

不動産事業支出金 2,734,178千円

建物 449,335千円

土地 1,051,715千円

計 4,350,928千円

　(2) 担保付債務

短期借入金 616,740千円

一年以内返済予定長期借入金 1,187,080千円

長期借入金 764,880千円

計 2,568,700千円

　　　なお、上記の他に建物1,820千円、土地4,168千円

を関係会社の借入金の担保に供しております。

　(2) 担保付債務

短期借入金 1,249,200千円

一年以内返済予定長期借入金 957,080千円

長期借入金 1,948,300千円

計 4,154,580千円

　　　なお、上記の他に建物1,653千円、土地4,168千円

を関係会社の借入金の担保に供しております。

※２　当社は、賃貸住宅用地取得に際し資金の効率的な

調達を行うため取引銀行14行とコミットメント契約

を締結しております。当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,400,000千円

借入実行残高 1,240,000千円

差引額 2,160,000千円

　　　　　　　　　────────

※３　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　　普通株式 40,000株

発行済株式総数　　普通株式 14,040株

※３　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　　普通株式 80,000株

発行済株式総数　　普通株式 37,807.52株

※４　自己株式

　　　当社が保有する自己株式の数は、普通株式293株で

あります。

※４　自己株式

　　　当社が保有する自己株式の数は、普通株式 588.52

株であります。

　５　保証債務

　　　下記の債務について連帯保証しております。

保証先
金額
(千円)

債務内容

㈱エスケーエナジー 115,204 割賦債務他

㈱シノハラ
コーポレーション

1,264,761 銀行借入

㈱日商ハーモニー 140,000 銀行借入

計 1,519,965 ―

　

　５　保証債務

　　　下記の債務について連帯保証しております。

保証先
金額
(千円)

債務内容

㈱エスケーエナジー 38,920 割賦債務他

㈱ＳＨＣ 1,312,885 銀行借入

㈱日商ハーモニー 2,420,000 銀行借入

計 3,771,805 ―
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前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

　６　財務制限条項

(1)  ㈱福岡銀行をエージェントとするコミットメン

トライン契約及びタームローン契約(借入枠

2,500,000千円、借入実行残高1,240,000千円)に

は、以下の財務制限条項が付されており、これに

抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を

一括返済することがあります。

①各事業年度の決算期及び中間期の末日における

連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における資

本の部の金額を直前の決算期の末日における資本

の部の金額の75％以上に維持すること。

②各事業年度の決算期及び中間期の末日における

連結損益計算書及び単体の損益計算書上の税引後

当期損益に関して、それぞれ２期連続して損失を

計上しないこと。

　６　財務制限条項

(1)  ㈱福岡銀行をエージェントとするタームローン

契約(借入残高880,000千円)には、以下の財務制

限条項が付されており、これに抵触した場合、借

入先の要求に基づき、借入金を一括返済すること

があります。

①各事業年度の決算期及び中間期の末日における

連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における資

本の部の金額を直前の決算期の末日における資本

の部の金額の75％以上に維持すること。

②各事業年度の決算期及び中間期の末日における

連結損益計算書及び単体の損益計算書上の税引後

当期損益に関して、それぞれ２期連続して損失を

計上しないこと。

　　　　　　　

(2)  ㈱ＵＦＪ銀行をエージェントとするコミットメ

ントライン契約(借入枠900,000千円、借入実行残

高-千円)には、以下の財務制限条項が付されてお

り、これに抵触した場合、借入先の要求に基づ

き、借入金を一括返済することがあります。

①各事業年度末における単体及び連結の損益計算

書における営業損益の額がマイナスとならないこ

と。

②各事業年度末における単体及び連結の損益計算

書における経常損益の額がマイナスとならないこ

と。

③各事業年度末における単体及び連結の在庫回転

期間が6.5ヶ月を超えないこと。

　　　　　　　　　　─────
　

　

　

　

　　　　　　　

　　　　　　　　　　───── (3) ㈱みずほ銀行をエージェントとするシンジケー

トローン契約(借入枠2,000,000千円、借入残高

2,000,000千円)には、以下の財務制限条項が付さ

れており、これに抵触した場合、借入先の要求に

基づき、借入金を一括返済することがあります。

　 ①各事業年度の決算期末日における連結貸借対照

表及び単体の貸借対照表における資本の部の金額

を平成17年3月決算期の末日における資本の部の

金額の75％以上に維持すること。

②各事業年度の決算期末日における連結損益計算

書及び単体の損益計算書上の経常損益に関して、

損失を計上しないこと。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　関係会社との取引が次のとおり含まれております。

　

受取利息 6,735千円

※１　関係会社との取引が次のとおり含まれております。

　

受取利息 30,753千円

　　
　

────── ※２　土地売却益403,325千円は、構造計算書偽装問題に

伴い買戻した土地の売却によるものであります。

　
────── ※３　構造計算書偽装関連損失の内容は、次のとおりで

あります。

物件(土地・建物)買取に伴う損失　1,701,573千円

物件(建物)取壊しに伴う費用　　　　348,315千円

入居者退去費用　　　　　　　　　　 68,899千円

そ の 他　　　　　　　　 　　　   171,211千円

 なお、上記金額には構造計算書偽装関連損失引当金

繰入額207,330千円を含んでおります。
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リース取引関係

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 7,470 3,237 4,233

工具器具備品 189,612 63,871 125,741

合計 197,082 67,108 129,974

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具備品 233,154 101,117 132,036

合計 233,154 101,117 132,036

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 43,548千円

１年超 86,426千円

合計 129,974千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 49,633千円

１年超 82,403千円

合計 132,036千円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 34,925千円

減価償却費相当額 34,925千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 51,397千円

減価償却費相当額 51,397千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(注)所有権移転外ファイナンス・リ－ス資産に減損対象

となったものはありません。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

─────── ２.オペレーティング・リース取引未経過リース料

１年以内 12,506千円

１年超 8,011千円

合計 20,517千円
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有価証券関係

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはあ

りません。

同左

　

― 60 ―



税効果会計関係

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

　未払事業税 9,810千円

　貸倒引当金損金算入限度超過額 7,032千円

　賞与引当金 4,552千円

　退職給付引当金損金算入限度超過額 3,329千円

　役員退職慰労引当金 64,514千円

　ソフトウェア一括償却 5,435千円

払済保険差益 969千円

　敷金精算原価 5,629千円

　一括償却資産 1,078千円

　その他 3,302千円

　繰延税金資産合計 105,655千円

繰延税金負債 　

　株式交換差額 18,274千円

　繰延税金負債合計 18,274千円

　繰延税金資産の純額 87,380千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額 16,486千円

　賞与引当金 4,494千円

　退職給付引当金 5,091千円

　役員退職慰労引当金 81,851千円

　ソフトウェア一括償却 5,793千円

構造計算書偽装関連損失 135,178千円

　敷金精算原価 11,811千円

　一括償却資産 2,218千円

　繰越欠損金 226,956千円

　その他 22,677千円

　繰延税金資産小計 512,559千円

　評価性引当額 △82,341千円

　繰延税金資産合計 430,217千円

繰延税金負債 　

　株式交換差額 18,274千円

　その他 6,176千円

　繰延税金負債合計 24,450千円

　繰延税金資産の純額 405,766千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％

留保金課税に伴う影響額 3.0％

住民税均等割 1.2％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.1％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.5％

住民税均等割 △0.7％

過年度法人税等 △0.2％

繰延税金資産に対する評価性引当額 △8.2％

その他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.8％
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重要な後発事象

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(１) 株式分割

当社は、平成17年１月12日開催の取締役会の決議

に基づき、次の通り株式分割を実施いたします。

① 平成17年５月20日付をもって、普通株式１株を２

株に分割いたします。

② 分割の方法

平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２

株の割合をもって分割いたします。

③ 分割により増加する株式数　普通株式14,040株

④ 配当起算日　　　　　　　　平成17年４月１日

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合　

の前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当事業年度における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

55,297円11銭 72,555円１銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

8,253円99銭 9,369円72銭
　
　

───────
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